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[事実の概要]
平成二年六月、Ｘ会社（原告）は、Ｙ銀行（被告）に対し、外国への送金手続を依頼することを開始した。 
Ｙ銀行における外国送金手続においては、外国送金依頼書兼告知書（以下「外国送金依頼書」という。）等がとじられた書類（以下「本件書類」という。）を使用している。
Ｙ銀行は、外国送金委託事務について、外国送金取引規定（以下「本件規定」という。）を定めており、本件規定には、以下の条項が含まれている。 
（１）　送金の依頼の際には、Ｙ銀行所定の外国送金依頼書を使用し、Ｙ銀行所定の事項　　　　を正確に記入し、署名又は記名押印の上、提出する。 
（２）　Ｙ銀行は、外国送金依頼書に記載された事項を依頼内容として扱う。 
（３）　送金委託契約は、被告が送金の依頼を承諾し、送金資金等を受領したときに成立する。
（４）　送金委託契約が成立したときは、Ｙ銀行は、その契約内容に関して、送金依頼をした者に対し、外国送金計算書等を交付する。 
（５）　受取人名相違等の送金依頼人の責めに帰すべき事由により生じた損害については、Ｙ銀行は責任を負わない。
平成一二年六月五日、Ｘ会社は、Ｙ銀行に対し、以下の記載を含む、「外国送金に関する依頼書（電話による依頼・明細ファクシミリ方式）」と題する書面を差し入れている。 
「当方から貴行に対し、外国送金の依頼を電話によって行い、その明細をファクシミリによって伝送するときは、下記のとおり行いますので、その節は当方が別に指定した口座から送金資金および関係諸手数料を引落（または払出）して送金手続をして下さい。この取扱によって万一事故がおこりましても、当方においてその責を負い、貴行にはご迷惑、ご損害はかけません。」
「１．電話による外国送金の依頼は、当方があらかじめ通知した責任者から、貴行の責任者に対して、依頼番号、件数および通貨別金額を電話により通知することによって行い、その後直ちに、送金明細（所定の外国送金依頼書）をファクシミリにより伝送します。
２．署名（または記名押印）済外国送金依頼書は、「ＦＡＸ送信済分」と記載して、外国為替管理法令上必要な届出受理証、報告書等とともに、即刻貴行にお届け致します。」
平成二年六月から平成一二年六月二二日まで、Ｘ会社は、送金額及び送金先を手書きしたメモをＹ銀行Ａ支店にファクシミリにより送信し、Ｙ銀行Ａ支店において、Ｘ会社が記名押印してあらかじめ交付しておいた本件書類にメモの内容を記載する方法で、外国への送金を行っていた。そして、送金後は、Ｙ銀行Ａ支店からＸ会社に対し送金先、送金外貨額等の送金内容が電話で連絡され、また、外国送金依頼書控及び引落額、送金レート等の詳細を記載した外国関係計算書が郵送されていた。 
平成一二年六月二九日から同年七月一三日の間、Ｘ会社による海外送金は、手書きのメモをファクシミリで送信するのではなく、Ｙ銀行から交付された「外国送金の取次に関する依頼書」（以下「取次依頼書」という。）をファクシミリで送信する方法に変更された。 
取次依頼書には、以下の記載が含まれていた。

「本日、私が別に貴行に対して外国送金の取次を依頼した（空欄）を受取人とする外国送金依頼書の「送金外貨額」の記入をしませんが、下記のとおり取り扱ってください。」
「１「送金外貨額」を次のとおりとします。［円貨額］［外国通貨名］」
「私は、・・・外国送金依頼書裏面の外国送金依頼条項に従うほか、次の各項を確約します。
（１）この外国送金は貴行所定の取次手続及び点検等を経た後実行されることを承諾します。
（２）送金外貨額は・・・貴行所定の方法によって決定してください。」

Ｘ会社は、送金を依頼する際には、取次依頼書の空欄となっている日付、受取人欄、送金する円貨額及び外国通貨名を記載し、所定欄に記名押印したものをＹ銀行Ａ支店にファクシミリで送信したが、その余の手続は従来と同様の方法で行われており、送金後の電話連絡、並びに外国送金依頼書控及び外国関係計算書の送付も同様に行われていた。 
平成一二年七月二一日以降、Ｘ会社の外国送金依頼の取扱いは、Ｙ銀行の東京外為事務部に移管され、その際、Ｙ銀行Ａ支店が保管していたＸ会社の記名押印済みの本件書類は全てＸ会社に返却された。そして、外国への送金は、Ｘ会社が、取次依頼書及び外国送金依頼書をＹ銀行東京外為事務部にファクシミリで送信し、その際、Ｙ銀行の担当者に対し前記書類をファクシミリで送信したことを電話で伝える方法により送金を依頼することになった。また、送金後、Ｘ会社は、Ｙ銀行東京外為事務部に対し、本件書類すべてを郵送し、Ｙ銀行からは外国関係計算書のみが返送されるようになり、外国送金依頼書控の送付はされなくなった。 
平成一三年三月八日、Ｘ会社は、Ｙ銀行東京外為事務部に対し、受取人欄にＢ、送金する円貨額を四二七万〇四九〇円、外国通貨名を米ドルと記載した取次依頼書を、外国送金依頼書とともにファクシミリで送信し、送金を依頼した。しかし、この際、Ｘ会社がファクシミリで送信した外国送金依頼書の受取人欄がＣとされ、受取人口座番号がＣの口座の番号になっていたため、取次依頼書に記載されたＢではなく外国送金依頼書に記載されたＣに送金円貨額相当の米ドルが送金され、送金された米ドル相当額の円貨がＸ会社の普通預金口座から引き落とされた。 
さらに、同月一五日、同月二二日にも、同様に、Ｘ会社が取次依頼書にＢを受取人として記載したが、外国送金依頼書にＣが受取人として記載されていたためＣに対し送金がなされた（以下これら三回の送金を併せて「本件各送金」という。）。 
Ｙ銀行は、本件各送金後、Ｘ会社に対し、外国関係計算書をファクシミリで送信した。 
その後、Ｘ会社は、Ｂに送金がなされていないことを知り、平成一三年四月一〇日、Ｙ銀行に対し本件各送金の組戻しの依頼をしたが、結局、Ｃに送金された金銭は回収できなかった
Ｘ会社は、Ｙ銀行に対し、取次依頼書と外国送金依頼書の受取人の記載の相違の有無を確認する義務及び相違がある場合には受取人を確認すべき義務及び送金後遅滞なく外国送金依頼書控を送付し、また電話で送金先及び送金金額を報告する義務等の注意義務も怠ったため、受取人以外の者へ現金が送金され、送金相当額の損害を被ったと主張して、その損害の賠償を求め、本件訴えを提起した。
[判旨]

請求棄却。
以下、判示を引用する。

「取次依頼書は、Ｘ会社、Ｙ銀行間の送金委託契約において、依頼内容とされる外国送金依頼書の内容のうち、送金外貨額の内容を補充して定めるものにすぎず、外国送金依頼書の送金外貨額欄の記載を補充する限りで本件送金委託契約の内容を成すにすぎないと解するのが相当である。」

「Ｘ会社、Ｙ銀行間の本件送金委託契約においては、Ｙ銀行は、取次依頼書の受取人欄の記載内容にかかわらず、外国送金依頼書に記載された受取人に対し送金すべき債務を負い、外国送金依頼書の記載に従って送金事務を行えば足りるものと認められるから、それ以上に、取次依頼書の受取人欄と外国送金依頼書の受取人欄とが一致するか否かを確認する契約上の義務を負うものと認めることはできない。」

「Ｘ銀行、Ｙ銀行間の本件送金委託契約においては、外国送金依頼書控は、当初から顧客であるＸ会社の手元に残されることが予定されており、したがって、外国送金依頼書控を、Ｙ銀行がＸ会社に対して送金後に送付することは予定されていないものと認められる上、Ｙ銀行からＸ会社に対し、送金後に外国関係計算書が送付されさえすれば、電話連絡を行ったり、外国送金依頼書控の交付をしなくても、Ｘ会社は、送金委託契約の内容を了知することができたものと認められる。」

「本件各送金当時、本件送金委託契約上、送金後に、Ｙ銀行が、Ｘ会社に対し、外国関係計算書を送付すれば、本件送金委託契約に基づく報告義務の内容を履行したものと解するべきであり、・・・本件送金委託契約上、送金後、Ｙ銀行が、Ｘ会社に対し、電話で送金内容を連絡したり、外国送金依頼書控を送付して、送金内容を報告する義務を負うと認めるには足り」ない。

「Ｘ会社において、本件各送金の際に、Ｙ銀行から送金後の電話連絡及び外国送金依頼書控の送付がなされない方式に変更されたことを認識していたものと認められ、Ｙ銀行が前記説明義務を負ったり、その不履行があるとは認められないし、仮にこの違反があったとしても、これと本件各送金との間の因果関係を認めることはでき」ない。

「依頼時点で送金外貨額が確定しない場合に電話及びＦＡＸによる送金依頼の方法を採用し、また、外国送金依頼書のほかに取次依頼書を使用するという送金依頼方法を採用したことと、ＢではなくＣに対し本件各送金が行われたこととの間には因果関係の存在が認められず、・・・本件書類がＸ会社に返還されている以上、Ｘ会社がＹ銀行に送付した外国送金依頼書は、法律上、Ｘ会社作成の文書であり、その記載内容は、すべてＸ会社の意思を表すものであって、あらかじめ受取人欄等が記載されている外国送金依頼書を使用する場合でも、Ｘ会社がそれを送付した以上、その記載内容に誤りがあったとしても、Ｘ会社がその記載内容の依頼をしたことになり、その記載内容に誤りがないかはＸ会社で確認すべきことが当然である」。  
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